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別紙 11 

【契約書案】 

 

土 地 売 買 契 約 書 

 

売主神戸市（以下「甲」という。）と買主         （以下「乙」という。）との間に，土

地の売買に関し，次の条項により契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は，信義を重んじ，誠実にこの契約を履行しなければならない。 

２ 甲及び乙は，別紙「神戸市中央卸売市場本場西側跡地 土地売買契約における遵守事項」の内容を

確認の上，本契約を締結するものとする。 

 

（売買物件及び売買代金） 

第２条 甲は，その所有にかかる末記の土地（以下「この土地」という。）を乙に売り渡し，乙は，こ

れを買い受けるものとする。 

２ この土地の売買代金は，￥           とする。 

 

（契約保証金） 

第３条 乙は，この契約締結と同時に，甲の発行する納入通知書により，甲の指定する金融機関に，

契約保証金として，￥           を納入するものとする。 

２ 前項の契約保証金には，利息は付さない。 

 

（売買代金の納入） 

第４条 乙は，第２条第２項に定める売買代金と前条第１項に定める契約保証金との差額を，平成 25

年 9 月 30 日（以下「納入期限」という。）までに，甲が行う基礎等解体撤去工事，土壌汚染対策工

事及び文化財調査完了後に，甲の発行する納入通知書により，甲の指定する金融機関に納入するも

のとする。 

２ 甲は，乙が前項に定める義務を履行したときは，契約保証金を売買代金に充当するものとする。 

３ 甲は，第 1項の工事及び調査の完了が遅れる場合，第１項に定める納入期限を１年を限度に延期

できるものとする。 

４ 前項の規定により納入期限を延期する場合，甲は乙に対して新たな納入期限を設定して当該延期

に関する通知をしなければならない。 

 

（遅延利息等） 

第５条 乙は，売買代金を納入期限までに納入できないときは，あらかじめ甲に届け出て，その承認

を得なければならない。 

２ 乙は，売買代金を納入期限までに納入しなかったときは，納入期限の翌日から納入の日までの日

数に応じ，年14.6％の利率で計算した遅延利息を，甲の発行する納入通知書により，甲の指定する
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金融機関に納入しなければならない。 

 

（所有権の移転及び移転登記） 

第６条 この土地の所有権は，乙が売買代金及び前条第２項に規定する遅延利息（以下「売買代金等」

という。）を完納したときに，甲から乙に移転するものとする。 

２ 甲は，乙が売買代金等を完納し，登記に必要な書類を甲に提出した後速やかに，管轄登記所に対

しこの土地の所有権移転登記を嘱託するものとする。 

 

（区分地上権の設定） 

第７条 本契約締結と同時に、雨水幹線設置のための区分地上権設定契約を甲と乙の間で締結するも

のとする。 

 

（土地の引渡し） 

第８条 甲は，第６条第１項の所有権移転の後，この土地を乙の立会いのもとに引き渡すものとする。 

 

（危険負担等） 

第９条 乙は，第６条第１項の所有権移転の後，前条の土地の引渡しのときまでにおいて，この土地

が甲の責に帰することのできない事由により滅失又は毀損しても，甲に対して売買代金の減免を請

求することができないものとする。 

 

（瑕疵担保） 

第 10 条 乙は，この土地に隠れた瑕疵があることを発見しても，甲に対して売買代金の減額若しくは

損害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。ただし，当該瑕疵が甲の行為によって生じ

たものである場合に限り，乙は，売買代金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除について，

引渡しの日から２年以内に甲に対して協議を申し出ることができるものとし，甲は協議に応じるも

のとする。 

 

（埋蔵文化財による事業継続の協議） 

第 11 条 引渡しを行う前において，甲が実施する埋蔵文化財調査の結果，埋蔵文化財を現地で保存す

ることにより，事業の実施に影響を与える事態が生じた場合は，甲と乙は，乙の提案趣旨を損なわ

ない範囲の計画変更を含めた事業の実施の継続について協議することとする。 

２ 前項の協議の上，甲が必要と認める場合又は乙が事業の目的を達することができないと判断され

る場合は甲及び乙は本契約を解除できるものとする。 

３ 前項の規定による契約解除をした場合は，次の各号によるものとする。 

⑴ 甲は利息を付さずに契約保証金を乙に返還する。 

 ⑵ 甲及び乙が負担した契約費用及びこの土地に支出した必要費，有益費その他一切の費用は，互

いに償還しないものとする。 

 ⑶ 甲及び乙は損害があっても，相手方にその賠償を請求することができない。 

 

（用途指定等） 
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第12条 乙は，この土地を平成27年9月30日（第３項の規定により甲がその変更を承認したときは，

変更後の期日。以下「指定期日」という。）までに必要な工事を完了し，神戸市中央卸売市場本場西

側跡地〔第 1 期〕活用事業者募集要項に基づき申込時に提案した内容の用途（第３項の規定により

甲がその変更を承認したときは，変更後の用途。以下「指定用途」という。）に供さなければならな

い。 

２ 乙は，この土地を契約締結の日から 10 年を経過する日までの間（以下「指定期間」という。）指

定用途に供さなければならない。 

３ 乙は，指定期日又は指定用途を変更しようとするときは，あらかじめ変更を必要とする事由を付

して書面により甲に申請し，その承認を受けなければならない。 

４ 乙は，第８条の土地の引渡しの日から指定期間満了の日まで，甲の承認を得ないでこの土地を指

定用途以外の用途に供してはならない。 

 

（運河沿い遊歩道整備等） 

第 13 条 乙は運河沿いの遊歩道については，神戸市有地（中之島 2 丁目 1―4）も含めて，神戸市中

央卸売市場本場西側跡地募集要項別紙３のとおり甲が提示する条件を遵守した上で，自らの負担と

責任において整備を行う。なお，市有地の管理については，土地の引渡しに合わせて，協定を甲（み

なと総局）と乙で締結することとし，乙はその協定に基づき適切に管理等を行うこととする。 

 

（所有権等移転の禁止） 

第 14 条 乙は，この契約締結の日から指定期間満了の日まで，甲の承認を得ないで次に掲げる行為を

してはならない。 

 ⑴ 売買，贈与，交換，出資等によりこの土地及び土地の上に建築された建物に関する所有権の移

転。 

 ⑵ 地上権，使用貸借権，賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定。 

２ 乙は，この土地の所有権を第三者に移転する場合には，当該第三者に対し，この契約に定める乙

の義務を書面によって承継するとともに，当該義務を遵守することを内容とする覚書を甲との間で

締結することを義務付けなければならない。ただし，甲が必要ないと認めるときは，この限りでは

ない。 

 

（公序良俗に反する使用の禁止） 

第 15 条 乙は，この土地を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用す

る等公序良俗に反する用に使用してはならない。 

２ 乙は，この土地の所有権を第三者に移転する場合には，前項の使用の禁止を書面によって承継さ

せるものとし，当該第三者に対して前項の定めに反する使用をさせてはならない。 

３ 乙は，前項の第三者がこの土地の所有権を移転する場合にも同様に前２項の内容を転得者に承継

することを書面で義務づけなければならない。 

４ 乙は，この土地を第三者に使用させる場合には，当該第三者に対して本条第１項の定めに反する

使用をさせてはならない。この場合において，乙は，第１項の使用の禁止をまぬがれるものではな

い。 
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５ 乙は，前項の第三者が新たな第三者にこの土地を使用させる場合も同様に，本条第１項及び第４

項の内容を遵守させなければならない。 

 

（風俗営業等の禁止） 

第 16 条 乙は，この契約締結の日から 10 年間，この土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律（昭和23年法律第1 2 2号）第２条第１項に定める風俗営業，同条第５項に定める性風俗

関連特殊営業の用に使用してはならない。 

２ 乙は，この契約締結の日から 10 年以内にこの土地の所有権を第三者に移転する場合には，その残

存期間について，前項の使用の禁止を書面によって承継させるものとし，当該第三者に対して前項

の定めに反する使用をさせてはならない。 

３ 乙は，この契約締結の日から 10 年以内にこの土地を第三者に使用させる場合には，その残存期間

について，当該第三者に対して本条第１項の定めに反する使用をさせてはならない。この場合にお

いて，乙は，第１項の使用の禁止をまぬがれるものではない。 

 

（実地調査等） 

第 17 条 甲は，第 12 乃至第 16 条に定める内容に関し，必要があると認めるときは，乙に対し，質問

し，立入検査を行い，帳簿，書類その他の物件を調査し，又は参考となるべき報告若しくは資料の

提出を求めることができる。 

２ 乙は，甲から要求があるときは，第 12 乃至第 16 条に定める内容に関し，その事実を証する書類

その他の資料を添えてこの土地の利用状況等を直ちに甲に報告しなければならない。 

３ 乙は，正当な理由なく前２項に定める調査を拒み，妨げ若しくは忌避し又は報告若しくは資料の

提出を怠ってはならない。 

 

（違約金） 

第 18 条 乙は，次の各号に定める事由が生じたときは，それぞれ次の各号に定める金額（ただし，１

円未満の端数が生じるときは，これを切り捨てるものとする。）を違約金として甲に支払わなければ

ならない。 

 ⑴ 第 12 条乃至第 16 条に定める義務に違反したときは，第２条第２項に定める売買代金の1 0 0分

の30に相当する金額 

 ⑵ 前条に定める義務に違反したときは，第２条第２項に定める売買代金の1 0 0分の10に相当する

金額 

２ 前項の違約金は，違約罰であり，第 20 条第３号及び第 21 条第３項第４号に定める損害賠償の額

の予定又はその一部とは解釈しない。 

 

（買戻特約及び特約登記） 

第 19 条 甲は，乙又はこの土地の転得者が第 12 条乃至第 16 条の定めに違反した場合には，この土地

の買戻しをすることができるものとする。 

２ 前項に定める買戻しの期間は，この契約締結の日から10年間とする。 

３ 甲は，前２項の規定に基づく買戻しの特約登記をすることができるものとする。この場合におい

て，甲が請求したときは，乙は特約登記に必要な書類を第６条第２項の書類とともに甲に提出しな
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ければならない。 

 

（買戻権の行使） 

第 20 条 甲が，前条に定める買戻権を行使するときは，次の各号によるものとする。 

 ⑴ この土地の売買に伴い乙が支払った売買代金（この土地の一部について買戻権を行使する場合

にあっては，買戻し対象地の面積がこの土地の総面積に占める割合を売買代金に乗じた額）は，

乙が第 22 条に定める義務を履行した後，利息を付さないで返還するものとする。 

 ⑵ 乙が負担した契約費用及びこの土地に支出した必要費，有益費その他一切の費用並びに乙が支

払った第５条第２項の規定による遅延利息及び第 18 条第１項の規定による違約金は，償還又は返

還しないものとする。 

 ⑶ 甲に損害があれば，甲は，乙にその賠償を請求することができる。 

 ⑷ 乙に損害があっても，乙は，甲にその賠償を請求することができない。 

 

（契約の解除） 

第 21 条 甲及び乙は，相手方がこの契約に定める義務を履行しないときは，相当の期間を定めて催告

のうえ，この契約を解除することができる。 

２ 次の各号の一に該当するときは，甲は，催告を要しないで直ちにこの契約を解除することができ

る。 

 ⑴ 乙が第 12 条乃至第 16 条の定めに違反したとき。 

 ⑵ 乙に偽りその他不正な行為があったとき。 

３ 前２項の規定により，甲がこの契約を解除した場合は，次の各号によるものとする。 

 ⑴ 乙が第４条第１項に定める義務を履行していないときは，契約保証金は甲に帰属し，返還しな

い。 

 ⑵ 乙が第４条第１項に定める義務を既に履行しているときは，甲は，乙が次条に定める義務を履

行した後，既納の売買代金から契約保証金相当額を差し引いたうえで残額を利息を付さないで乙

に返還するものとする。ただし，この場合における契約保証金相当額は，第 18 条第１項の規定に

よる違約金の一部又は本項第４号に定める損害賠償の額の予定若しくはその一部とは解釈しない。 

 ⑶ 乙が負担した契約費用及びこの土地に支出した必要費，有益費その他一切の費用並びに乙が支

払った第５条第２項の規定による遅延利息及び第 20 条第１項の規定による違約金は，償還又は返

還しないものとする。 

 ⑷ 甲に損害があれば，甲は，乙にその賠償を請求することができる。 

 ⑸ 乙に損害があっても，乙は，甲にその賠償を請求することができない。 

 

（原状回復の義務） 

第 22 条 甲が第 19 条に規定する買戻権又は前条に規定する解除権を行使したときは，乙は，自己の

費用と責任において，この土地を原状に回復し，甲の指定する期日までに返還しなければならない。

ただし，甲が原状に復することを必要としないと認めるときは，この限りではない。 

 

（相殺等） 

第 23 条 甲が，第 19 条に規定する買戻権又は第 21 条に規定する解除権を行使した場合について，以
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下のとおり定める 

 ⑴ 乙が甲に対して有する売買代金返還請求権は譲渡できない。 

 ⑵ 甲が乙に対して有する違約金請求権は譲渡できない。 

 ⑶ 乙が甲に対して有する売買代金返還請求権と甲が乙に対して有する違約金請求権は，甲の買戻

権又は解除権の行使により当然に相殺されるものとする。 

 ⑷ 甲は，乙が第 20 条第３号又は第 21 条第３項第４号に規定する損害賠償金を甲に支払うべき義

務があるときは，返還する売買代金と相殺することができる。 

２ 前項の場合において，乙，この土地の転得者又はこの土地の上に住宅を所有する者が独立行政法

人住宅金融支援機構（以下「機構」という。）及び機構の証券化支援事業によって機構に債権を譲渡

することとなる金融機関（以下これらを「機構等」という。）との間で金銭消費貸借契約を締結し，

機構等に対して債務を負っているときは，甲は，前項の相殺後の返還金額の範囲内において機構等

の債権相当額を機構等に償還し，残額を乙に返還することができるものとする。 

 

（公租公課） 

第 24 条 この土地に対して賦課される公租公課で，乙を義務者として課されるものについては，乙の

負担とする。 

 

（契約費用等） 

第 25 条 この契約の締結に要する費用及び第６条第２項の所有権移転登記手続に要する費用は，乙の

負担とする。 

 

（相隣関係等） 

第 26 条 乙は，土地引渡し以後においては，十分な注意をもって土地を管理し，近隣住民その他第三

者との紛争が生じないよう留意するものとする。万一紛争を生じた場合には全て乙の負担と責任に

おいて解決しなければならない。 

 

（暴力団等に対する除外措置） 

第 27 条 乙は，本契約締結にあたり，乙が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員もしくは役員又は実質的に経営に関与する者が

暴力団員である法人等，その他暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団員

と社会的に非難されるべき関係を有している者（神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する

要綱（平成２２年５月２６日市長決定）第５条に該当する者）に該当しないことを確認する。 

２ 前項の規定にかかわらず，乙が暴力団員もしくは役員又は実質的に経営に関与する者が暴力団員

である法人等，その他暴力団及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者であることが

判明した場合には，甲は乙に対して違約金の請求，買戻権の行使，契約の解除を行うことができる。 

３ 前項の違約金は，第２条第２項に定める売買代金の１００分の１０に相当する金額とし，第 18

条第２項の規定を準用する。 

４ 第２項の買戻権の行使にあたっては，第 19 条第１項及び第２項並びに第 20 条の規定を，契約の

解除にあたっては，第 21 条の規定をそれぞれ準用する。 
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（管轄裁判所） 

第 28 条 この契約から生じる一切の訴えについては，この土地の所在地を管轄する地方裁判所又は簡

易裁判所をもって管轄裁判所とする。 

 

（疑義の決定） 

第 29 条 この契約において疑義が生じたときは，甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 

（契約の効力） 

第 30 条 この契約は仮契約であって，この土地の売り渡しに必要な神戸市議会の議決があったときに，

本契約とみなすものとする。 
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この契約の締結を証するため，本書２通を作成し，甲乙それぞれ記名押印のうえ，各自その１通を

保有する。 

 

平成  年  月  日 

 

神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲  神 戸 市 

代表者 神戸市長 矢 田 立 郎 ㊞ 

 

                 注釈（４）（５） 

住 所 

乙 

氏 名              ㊞ 

 

 

 

 

記 

 

土地の表示 

地   積 
所    在 地 番 地 目 

公 簿 実 測 

 

神戸市兵庫区中之島 2丁目 

 

1－5 

1－6 

1－10 

1－11 

宅地 37,384.82 ㎡ 37,384.82㎡

別紙添付図面のとおり 
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別紙 神戸市中央卸売市場本場西側跡地 土地売買契約における遵守事項 

 

（土壌汚染対策工事について） 

第１条 乙は以下の各号について了解し，遵守する。 

 ⑴ 甲が実施する土壌汚染対策工事後のモニタリング結果等により、形質変更時要届出区域（土壌

汚染対策法第 11 条）として，土地の一部が指定されている可能性があること。 

 ⑵ 乙は土地の一部が指定されている場合の土地形質変更等に伴う届出，調査，措置等について，

必要に応じて甲（環境局）と協議すること。 

 ⑶ 土地形質変更等に伴う届出，調査，措置等に要する費用については，乙が負担すること。 

 

（土地に残存する汚水管の適切な処置） 

第２条 乙は以下の各号について了解し，遵守する。 

⑴ 土地の地下には，神戸市中央卸売市場本場西側跡地募集要項別紙６のとおり機能を廃止する予

定の汚水管が残存すること。 

⑵ 汚水管について，自らの負担と責任において，撤去及び充填等の適切な措置を行うものとし、

その方法等について，事前に甲（建設局）と協議すること。 

 

（地中障害物等について） 

第３条 乙は以下の各号について了解し，遵守する。 

 ⑴ 土地の地下には，神戸市中央卸売市場本場西側跡地募集要項別紙８のとおり旧市場施設の杭が

残存していること。また，その他未知の地中障害物が存在する可能性があること。 

 ⑵ 旧市場施設の杭を撤去する場合は，乙が自らの負担と責任において関係機関と協議し適正に処

理すること。 

 

（埋蔵文化財） 

第４条 乙は土地には甲が行う埋蔵文化財調査の範囲外にも文化財が包蔵されている可能性があるた

め，開発に当たっては文化財保護法に基づく届出及び調査等が必要であることを了解し，乙が自ら

の負担と責任において適切に行うこととする。 

 

（景観への配慮） 

第５条 乙は事業を実施するにあたって、神戸市中央卸売市場本場西側跡地募集要項別紙 10 に示す

「兵庫運河沿いにおける景観形成の考え方」があることを了解し、詳細については甲（都市計画総

局）と協議する。 

 


